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して製造業に提供している．2009 年 1 月 1 日から施行された「中華人民共和国循環経済促


































































































各章の関係については，図 1.2 に示す構成図のようになっている． 
第 1 章では，研究の背景について論じ，本研究の目的と構成を述べた． 































第 6 章では，本研究で得られた知見を総括するとともに，結論と課題について述べた． 
 
























1. 東信太郎：天津市における廃プラスチックのマテリアルリサイクル事業について , 












































治体廃プラスチックの回収は逆物流の範囲内である．Beullens ら 12)の研究によると，2 種
類（アークとノード）の回収方式の組合せは実際にも存在しており，一般的なルーティン
グ問題と対応する．輸送経路問題を現実的な形でモデル化のために，場所の間の距離行列







































廃プラスチックのマテリアルリサイクルの LCA に関しては，砂田 27)は PET ボトルへの
印刷技術について，直接印刷技術を導入する場合（ケミカルリサイクル）と現状のラベル
を引き続き使用する場合（マテリアルリサイクル）との環境負荷をLCA を用いて評価した． 



































本研究では，輸送過程における GHG 排出量の削減のために，まず GIS を用いて天津市
における回収可能な廃プラスチックの分布図を作成し，回収拠点の位置を合理的に決定し，
中継場からリサイクル工場までの最短輸送距離図を作成することで総移動距離を推計する．
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回目は平成 23 年 9 月 13～15 日に，天津市にて回収・中間処理業者への現地調査を実施し
た．2 回目は平成 24 年 9 月 17 日～21 日，天津市にて天津市周辺の廃プラスチック再生企





た廃プラの分析結果は表 3.1 が示すようになっている． 
 
- 回収拠点の数は，およそ 450 か所． 
- 収集量については，以下の通り： 
 ・ＰＥＴ    60～70kg/日 
 ・硬質プラスチック   30～40kg/日 
表 3.1 天津市回収拠点からのサンプル分析結果 
 
サンプルのデータ分析 重量 単位 割合
PP雑色 142.25 kg 0.2836
HDPE雑色 106.45 kg 0.2122
雑品 71.25 kg 0.1420
MIX：PP・PS・ABS 41.25 kg 0.0822
PP再生品、黒色 36.35 kg 0.0725
PVC 31.25 kg 0.0623
PP透明 21.25 kg 0.0424
PE膜状 17.75 kg 0.0354
HDPE無色 7.3 kg 0.0146
PVC透明 6.65 kg 0.0133
運搬用袋 6.5 kg 0.0130
PS 5.05 kg 0.0101
ABS 3.05 kg 0.0061
PET雑色 2.55 kg 0.0051
PP医療廃棄物 1.5 kg 0.0030
PMMA 1.25 kg 0.0025
























- 中継場で，第 1次分別を実施している． 
- 一般的に，市場(中継場)には 5～10 人の従業員がおり，分別作業等を実施してい
る． 




































- 15 日に一度，文安県から引き取りのトラックがやってくる．一度に，10 トンの廃























図 3.1 現地廃車解体工場現場 























































































































































環境部固体廃棄物センターの公表データ 3)により（天津海関における輸入量 2011 年 





は 16 種類に分別され，重量と割合等のデータも得た．家庭系廃プラスチック（PET 以外）
年間回収量 35,760 トンと推計した． 
天津市民は廃 PET の価値を知っているため，主な廃 PET は主な回収業者と専門的な廃




（3）家庭系廃 PET ボトル 
2010 年天津における廃 PET の量は中国 2010 年 PET4)の消費量から天津市の消費量を推
計し，回収率を乗じて回収可能な廃 PET の量を 25,331 と推計した． 
中国の PET ボトル年間消費量（2010 年）/全国の人口×天津市の人口×回収率 






  工業ロス＝生産ロス＋加工ロス：   
  生産ロス率（2010 年）＝生産ロス 20 万トン／国内の樹脂生産量 1,270 万トン 
  加工ロス率（2010 年）＝加工ロス 57 万トン／（樹脂生産量 1,270 万トン＋再生樹
脂投入量 44 万トン） 








   
表 3.3 天津港経由の廃プラスチック輸入量市内仕向 
事業者 許可量[t] 事業者 許可量[t] 
天津市 TCL 4000 天津金佰斯特塑料 4000 
天津市天合金論再生 6000 天津仁義橡塑制品 5000 
天津東海成英 8000 天津日盛塑料 1000 
天津天塑集团 20000 天津市億利特塑料再生 2000 
天津三和環保科技 8000 天津三和環保科技 8000 
天津泰邦管材 5000 天津天塑 3000 
天津美亜化工 3000 天津市富星源 27000 
天津日盛塑料 1000 天津華郡有色金属加工 14800 
天津慧能塑料 14000 天津慧能塑料 8000 
天津万和塑料 9000 天津華郡有色金属加工 14400 
天津誠信塑料原料 9000 天津天塑 38000 
天津市富興源国際貿易 8500 天津慧能塑料 21500 
天津万和塑料 15000 天津梁城工貿 42000 
天津三和環保科技 4000 天津万和塑料 37000 
天津天厦金属 14000 天津富星源国际贸易 12500 
天津天塑 2500 天津華盟塑料 6000 
天津恒興化繊 2000 天津鼎元興塑料 15000 
天津華慶百勝 5000 天津保润来 25400 
天津美亜化工 3000 天津東海成英 18000 
天津集装袋厂 9000 天津市合力高分子 16000 
天津華盟塑料 10600 天津天厦金属 19000 
天津新安模具 7600 天津市双荣紙制品 29600 
天津信诺科技 5000 天津浜海公司中国物資再生 16250 
天津集装袋厂 9000 天津華郡有色金属加工 2400 
天津緑天使 4000 天津誠信塑料原料 46000 
天津津裕再生 4500 天津市集装袋厂 10000 
天津恩愛環保 1500 天津天意达 9500 
天津富星源国際貿易 2000 天津市梁城工貿 8000 





    
   a，2010 年中国合成樹脂の投入量 6,365 万トン+廃プラスチックの輸入量 777 万ト
ン-輸出量 74,728 トン＝7,134 万トン 
b，2010 年天津市プラスチック製品製造業（Manufacture of plastic）は全国製造
量の割合：1,719,955 トン/58,303,809 トン=2.9％ 
   c，天津市産業への投入量＝a×b＝207 万トン 
  ※あるいは，市内企業のヒアデータ（プラ製機械部品製造業）：投入量×加工ロス率
＝48,737 トン 




  2009 年天津で農業用プラ膜の使用量 7)：12,640 トン；地膜の使用量：5,891 トン 





における４つの回収企業の 5 大類家電の実際回収量の統計データ，2009 年と 2010 年
の天津市統計年鑑 9)から 2009 年車の廃棄量を推計し，それぞれの廃棄量にプラの含有
率を乗じる（2011 年の調査データ） 
テレビ 381,640 台×17kg/台+冷蔵庫 39,004 台×21kg/台+洗濯機 66,738 台×17kg/台+エ
アコン 5,129 台×3.75kg/台+パソコン 24,953 台×7.55kg/台=8,649t 
・廃車の場合：廃棄量 28,595 台数×含有量 20kg/台＝572t 
以上より，家電と車の解体からでるプラスチックの合計は 9,221t と推計される． 































• 天津市の廃プラスチック収集ポテンシャルは，最大 84～88 万トン/年である． 





• PP，PE 類は河北，PC，PS，ABS 類は寧波，上海，慈渓，PET 類は山東，河北で
主に再生される． 






1. 東信太郎：天津市における廃プラスチックのマテリアルリサイクル事業について , 
INDUST 11 月号，Vol.26, No.11, pp.26-31, 2011 
2. 松本亨，村上恵美子：天津市廃プラスチックマテリアルリサイクル事業実現可能性調査
の成果報告，北九州市と天津市の協力による循環経済促進フォーラム，2011 
3. 中華人民共和国環境保護部データセンター/ 固体廃棄物管理/ 制限類ある固体廃棄物の
輸入について，http://datacenter.mep.gov.cn/ 
































































ーム 2)を図 4.2 に示す． 
都心部と郊外部の人口密度の差が大きいため，都心部 6 区と郊外部 10 区に分けて解析を
行った．表 4.1 に示すように，現地調査のデータにより必要となる拠点数は，計算によると
1,465 ヶ所となった．実際では都心部が 6 区に配分され，今回の解析では都心部において 6
か所の中継場が配置された．計算結果による都心部では 491 ヶ所の拠点が必要だが，総拠
点が平均的に配分し易いため，今回の解析では都心部において 486 ヶ所を配置した．従っ
て郊外部は 979 ヶ所が配置された．輸送過程に関する解析用パラメータを，表 4.2 のよう
に設定した．回収頻度は，計算により 1 トリップに回る拠点数は 4 ヶ所となった．１つの
中継場がカバーする拠点数は，郊外部では 40 と設定した．中国の都市の交通ルールの一つ































が推計できる．Dot density の機能で 1,465 ヶ所回収拠点の位置を決定し，GHG 排出量を
できるだけ削減するというコア規則を考慮した上で，すべての回収拠点を道路の近く配置
させるとした．そのため，道路図を利用し，バッファゾーン（緩衝地帯）を作成したが，
都心部では 50m，郊外部では 200m のバッファゾーンを設定し，すべての拠点を緩衝地帯
内に配置するように調整した．行政計画図を参考にして中継場の範囲を決め，中継場の位
置を地理的中心の応用である mean center 機能を用いて決定する．都心部では 6 区の限界
線を参考した上で 6 グループに分け，郊外部では 1 つの中継場がカバーする拠点数を一致




































𝐷𝑡=一次輸送距離 +  二次輸送距離 
              = (𝐷𝑝𝑟 + 𝐷𝑝𝑐) + (𝐷𝑠𝑟 + 𝐷𝑠𝑐)                                
                       (4.1) 
ここで，Dtは総輸送距離，Dprは郊外部一次輸送距離，Dpcは都心部一次輸送距離，Dsrは
郊外部二次輸送距離，Dscは都心部二次輸送距離である． 
GIS を用いて距離を計算するために，輸送過程を都心部と郊外部それぞれに 2 ステップ
に分けて計算した．一次輸送過程はいくつの回収ユニットに分けて距離を算出した．都心
部では，一つの中継場から出発し，3 つの回収拠点を巡回して廃プラスチックを回収し，中




での距離の 2 倍プラス施設間道路上の移動距離と考えた．ArcCatalog10 で道路図の






方法で作成できた．ArcMap の Near 機能で拠点から最も近い道路までの距離を読み取るこ
とにより図 4.6 を作成した．これと道路上の移動距離を活用して，中心 6 区 486 か所の回













図 4.4 回収限界図 
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比較結果を図 4.7 に，計算の詳細を表 4.3 に示す．参照値として，現状ケース（積載率
100%）においての計算結果も挙げている． 
表 4.3 を見ると，改善ケースにおいて一次輸送及び二次輸送の 1 回のトリップに掛かる距
離は現状ケースの値より小さい．その原因は，回収方式と積載率が違うことである．総移
動距離も同じ傾向であり，現状ケースに対して改善ケースによる総距離の削減量は
3,200,072km で，現状ケース（積載率 50％）の約 65.6％である．図 4.7 から，現状ケース
（50％）に対して，改善ケースの一次輸送距離削減分は現状ケース（50％）の約 2.4％であ
 
















輸送用車の燃料消費量は，改良トンキロ法 3)により計算した．この値に GHG 排出原単位
を乗じて，輸送過程による GHG 排出量を計算した．図 4.8 に結果を示す．圧縮過程に関す
るデータは，処理能力 0.1t/h（出力 5kw）の小型圧縮梱包機を参照して GHG 排出量を計算
した．計算結果によると，改善ケースは現状ケース（50％）と比較すると，GHG の年間削
減量は 12,197 トンであり，現状ケース総量の約 65.9％である．一次輸送による GHG 排出
 
図 4.7 総移動距離の推計結果 
改善ケース (100%積載率) 現状ケース (50%積載率) 現状ケース (100%積載率)
二次輸送(郊外) 1,085,554 3,259,578 1,624,338
二次輸送(都心) 367,700 1,276,522 638,900
一次輸送(郊外) 174,437 239,840 239,840
















図 4.8 総 GHG の推計結果 
改善ケース (100%積載率) 現状ケース (50%積載率) 現状ケース (100%積載率)
圧縮機によるCO2 1,003,057 0 1,003,057
二次輸送(郊外) 3,828,417 12,477,544 5,728,543
二次輸送(都心) 1,296,765 4,886,479 2,253,204
一次輸送(郊外) 139,907 845,843 845,843






















量では，現状ケースに対する改善ケースの GHG 削減量は現状ケース総量の約 5.2％である．
両現状ケースの二次輸送を比較すると，現状（50％）に対して現状（100％）の GHG 削減
分は現状（50％）総量の 50.7％であり，圧縮機械による GHG 排出量の増加分は現状総量

























 𝐸𝑏 = 𝐸𝑛 + 𝐸𝑡1 + 𝐸𝑖 + 𝐸𝑡𝑎 + 𝐸𝑙 
= 𝑊𝑟 × 𝑅 × 𝑅′ × 𝑒𝑐1 + 𝑊𝑟 × 𝐷1 × 𝑒𝑐2 + 𝑊𝑟 × 𝑒𝑐3 + 𝑊𝑟 × 𝑅1 × 𝐷2 × 𝑒𝑐4 + 𝑊𝑟 × 𝑅1 × 𝑒𝑐5  (4.2) 
ここで，  
𝐸𝑏: ベースラインシナリオによる GHG 総排出量 (t- CO2-eq)  
𝐸𝑛: 新規樹脂の製造による GHG 排出量 
𝐸𝑡1: 廃プラスチックの回収による GHG 排出量  
𝐸𝑖: 焼却過程 GHG 排出量  
𝐸𝑡𝑎: 焼却灰の輸送による GHG 排出量  
𝐸𝑙: 焼却灰の埋立による GHG 排出量  
と 
𝐸𝑝 = 𝐸𝑡2 + 𝐸𝑟𝑚 + 𝐸𝑡𝑟 + 𝐸𝑖𝑟 + 𝐸𝑡𝑎 + 𝐸𝑙 
= 𝑊𝑟 × 𝐷1 × 𝑒𝑐2 + 𝑊𝑟 × 𝑅 × 𝑒𝑐1
′ + [𝑊𝑟 × (1 − 𝑅) + 𝑊𝑟 × 𝑅 × (1 − 𝑅′)] × 𝐷3 × 𝑒𝑐4 + [𝑊𝑟 ×
(1 − 𝑅) + 𝑊𝑟 × 𝑅 × (1 − 𝑅′)] × 𝑒𝑐3 + [𝑊𝑟 × (1 − 𝑅) + 𝑊𝑟 × 𝑅 × (1 − 𝑅′)] × 𝑅1 × 𝐷4 × 𝑒𝑐4 +
[𝑊𝑟 × (1 − 𝑅) + 𝑊𝑟 × 𝑅 × (1 − 𝑅′)] × 𝑅1 × 𝑒𝑐5                                   (4.3) 
ここで，  
𝐸𝑝: プロジェクトシナリオによる GHG 総排出量 (t- CO2-eq) 
𝐸𝑡2: 廃プラスチックの回収による GHG 排出量  
𝐸𝑟𝑚: 廃プラスチックの再生による GHG 排出量  
 
図 4.9 LCA のシステム境界 
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𝐸𝑡𝑟: 残渣の輸送による GHG 排出量  
𝐸𝑖𝑟: 残渣の焼却による GHG 排出量  





クの再生は廃 PET の再生過程と仮定して原単位データを引用した．さらに，GHG の算出
に関する原単位データは，温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン 6)を参考にした． 
LCA の算出結果を表 4.5 に示す．ベースラインシナリオに対して，プロジェクトシナリ
オの GHG 削減量は年間 101,738 トン t-CO2-eq で，ベースラインシナリオ総量の約 75.5％
である．主な削減の寄与分は，廃プラスチックの焼却と新規樹脂の製造である．プロジェ
クトシナリオでは，輸送過程から排出される GHG が総排出量の 16.3％，廃プラスチック
再生過程からのが約 19.7％，残渣の焼却からが 64％である．ベースラインシナリオでは，
輸送過程から排出される GHG が総排出量の 4.9％，新規樹脂の製造が 32.1％，廃プラスチ









• 改善ケースによる GHG の年間削減量は 12,197 トンであり，現状ケース総量の約
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表 4.1 GIS 解析のための施設数の設定 
項目 値 単位 
調査において一つ拠点からの回収量 501.65 kg 
一拠点がカバーする世帯数 2,500 世帯 
調査においての回収期間 7.5 日 
天津市人口 12,938,224 人 
天津市総世帯数 3,661,848 世帯 
廃プラスチック回収原単位 0.00757225 kg /人・日 
全地域に必要な拠点数（理論値） 1,465 箇所 
都心部人口 4,343,040 人 
計算による都心部に必要な拠点数 491 箇所 
都心部に必要な拠点数（仮定値） 486 箇所 
都心部に設置する中継場数 6 箇所 
郊外部人口 8,595,184 人 
計算による郊外部に必要な拠点数 974 箇所 
郊外部に必要な拠点数（仮定値） 979 箇所 








表 4.2 改善ケースの輸送過程においてパラメータ設定 
項目 値 単位 
都心部エリア 
廃プラスチック回収原単位 0.00757 キロ/人・日 
都心部人口 4,343,040 人 
年間回収量 12,003,610 kg 
回収頻度 36 回/年 
回収拠点数 486 箇所 
一トリップにおいて一拠点での回収量 686 kg 
一次輸送用車の最大積載量 2,000 kg 
輸送過程においての積載率 100 % 
中継場数 6 箇所 
一中継場がカーバする拠点数 81 箇所 
一回のトリップに回る拠点数 3 箇所 
一回収頻度において一中継場での回収回数 27 回 
二次輸送用車の最大積載量 4,000 kg 
郊外部エリア 
郊外部人口 8,595,184 人 
年間回収量 23,755,994 kg 
回収頻度 24 回/年 
回収拠点数 979 箇所 
一トリップにおいて一拠点での回収量 1,011 kg 
一次輸送用車の最大積載量 4,000 kg 
輸送過程においての積載率 100 % 
中継場数 40 箇所 
一中継場がカーバする拠点数 24 箇所 
一トリップに回る拠点数 4 箇所 
一回収頻度において一中継場での回収回数 6 回 
































































表 4.4 LCA のためのパラメータ設定とデータソース 
記号 項目 値 単位 備考 
𝑊𝑟 廃プラスチック回収総量 35,760 トン/年 本研究による推計値 
𝑅 回収された廃プラスチッ
クの有効利用率 







































𝑅1 焼却灰の割合 2.13 % プラスチック処理促進協会 
𝐷1 年間総移動距離 1,679 10
3 キ ロ メ
ートル 


























表 4.5 LCA の推計結果 
 項目 CO2 CH4 N2O 
ベースライン 
シナリオ 
原油の生産による GHG 排出量 2,510,137 44,214  
原油の輸送による GHG 排出量 1,336,421 790  
精製過程による GHG 排出量 8,217,816 104  
石油化学 GHG 排出量 30,286,365 403  
廃プラスチックの回収による
GHG 排出量 
5,289,840 24.81 27.43 
廃プラスチックの焼却による
GHG 排出量 
140,109,485  6,079 
焼却灰の輸送による GHG 排出
量 
15,488 0.29 0.27 
埋立による GHG 排出量 22,316   
合計 131,964,470 45,536 6,107 





5,289,840 24.81 27.43 
再資源化によるGHG排出量 6,500,259   
残渣の輸送によるGHG排出量 82,464 1.55 1.45 
残渣の焼却によるGHG排出量 20,932,416 677.56 645.46 
焼却灰の輸送による GHG 排出
量 
3,771 0.07 0.07 
埋立によるGHG排出量 5,626      
合計 32,814,374 704 674 
総CO2換算値 33,038,223 kgCO2換算値/年 


















































































最小化：総 CO2排出量  (一次輸送 + 二次輸送 + 中継場運用) 及びコスト (一次輸送 + 
二次輸送 + 中継場運用 ) 
制約条件： 
 













































いるため，一次輸送用車の最大積載量は 2 トン，郊外は 4 トンと設定した．二次輸送用車



















































































1cg ：一次輸送用車のトンキロあたりの燃料消費原単位， cf ：廃プラスチックの回収
頻度，
1cc ：一次輸送用車の最大積載量， 1 ：一次輸送の積載率（50％）， cA ：都心部エリ
アの面積，
rA ：郊外部の面積， cN ：回収拠点数， cR ：年間回収量， cx ：都心部にある中
継場数，




2 ：二次輸送の積載率（90％）， pe ：中継場の圧縮機以外の日常活動によるCO2排
出量， ：電力のCO2排出係数， j：圧縮機の処理能力，q：圧縮機の出力 
 CO2排出量（郊外部）： 






































































ppcpcpccp xhbsxmxaC  260             (5.3-c) 
ここで， 
cC ：都心部におけるコスト（万円/年）， 1ca ：一次輸送用車の車両コスト（耐用年数10年），
1cy ：一次輸送用車数，
cf ：燃料価格， s：時給，b：作業員1日の作業時間， 1h ：一次輸
送車1台あたりの作業員数，


































































ph ：中継場1ヶ所あたりの作業員数， 1m ：一次輸送車1台の年間維持費用， 2ca ：二次輸送
用車の車両コスト（耐用年数10年），
2m ：二次輸送車1台あたりの年間維持費用， c ：中
継場1ヶ所あたりの年間貸金，
pA ：中継場1ヶ所あたりの面積， pm ：中継場1ヶ所あたりの
設備維持費用 
 コスト（郊外部）： 

































































    (5.4-b) 






T                                           (5.5) 
ここで， 

























































































































































































    (5.8-d) 
ここで， 
1cv ：都心部一次輸送用車の平均速度， 1rv ： 郊外部一次輸送用車の平均速度， 1t ：一次輸
送回収拠点での作業時間，
2cv ： 都心部二次輸送用車の平均速度， 2rv ：郊外部二次輸送用
車の平均速度，
2t ：二次輸送中継場での作業時間 
変数の設定については，表 5.1 に示すとおりである．中継場の運用による CO2排出量を，
処理能力 0.1t/h（出力 5kw）の小型圧縮梱包機による排出量と，それ以外の設備のエネル
ギー消費による合計とし，年間 CO2排出量を 1t と仮定した 2)． 




表 5.1 輸送過程の解析に関するパラメータ設定 
 
項目 一次輸送 値 二次輸送 値 単位
輸送用車最大積載量 2 4 トン
移動速度 40 60 km/h
トンキロ原単位 2E-04 7E-05 L/kg・km






輸送用車最大積載量 4 4 トン
移動速度 50 60 km/h
トンキロ原単位 1E-04 7E-05 L/kg・km



















設備維持費用 20 30 万円/年













































































り，総コストと総 CO2 排出量の値が導出できる．これにより，総コストでは中継場数が 3
（都心 1 ヶ所，郊外 2 ヶ所）の場合に最小となり，CO2排出量では中継場数が 87（都心 15
ヶ所，郊外 72 ヶ所）の場合に最小になることがわかる．中継場の総数が増加すると，総コ
ストと CO2 排出量いずれの場合も，一旦減少した後に増加する傾向が見えた．その後，両
関数を一緒に考えるため，表 5.2 が示すように総数が 2 から 87 まで X が各値を取る際にコ
ストの最小値の行から CO2排出量の最小値の行まで合計 676 行の値を残し（例えば，全て
コストの値を見ると，X に値を与える際に cx が 1 を取る際にコスト最小になるため，X が
87 を与える際に， cx が 1 から 15「CO2排出量の最小値を取る」までの値を残した），その
後は 676 行の値を対象として重み係数法と標準化の検討を行った． 
本研究のような複数指標を用いた最適化，つまり多目的最適化問題を解く際の一つの考
え方として，指標の統合化がある．日本で公的に用いられる CO2貨幣価格原単位に，2,890
円/t- CO2（2006 年値）がある 3)．ここでは，これを活用して CO2排出量をコスト（環境コ
表 5.2 モデル式による改善ケースの計算結果 
 
万円 kg 万円
2 1 1 5 16 1 5 13,158 2,285,601 660.539
3 1 2 5 13 1 4 12,852 1,969,897 569.300
4 1 3 5 12 1 4 13,229 1,822,227 526.624
5 1 4 5 11 1 4 13,833 1,731,792 500.488
6 1 5 5 11 1 4 14,546 1,669,154 482.386
7 1 6 5 10 1 4 15,322 1,622,539 468.914
8 1 7 5 10 1 3 16,136 1,586,164 458.401
9 1 8 5 10 1 3 16,977 1,556,808 449.917
9 2 7 5 10 1 3 17,396 1,552,886 448.784
… … … … … … … … … …
38 7 31 5 8 1 3 46,485 1,303,403 376.684
… … … … … … … … … …
56 10 46 5 8 1 3 65,003 1,275,156 368.520
… … … … … … … … … …
60 2 58 5 8 1 3 64,995 1,297,194 374.889
60 3 57 5 8 1 3 65,421 1,286,806 371.887
60 4 56 5 8 1 3 65,880 1,281,056 370.225
60 5 55 5 8 1 3 66,353 1,277,495 369.196
60 6 54 5 8 1 3 66,834 1,275,179 368.527
… … … … … … … … … …
87 1 86 5 8 1 2 90,370 1,319,739 381.405
… … … … … … … … … …
87 15 72 4 8 1 2 96,964 1,263,451 365.137
88 15 73 4 8 1 2 97,916 1,263,469 365.143




環境コストに変換した結果は，表 5.2 の最後の列に示している． 
コストの目的関数Cと環境コストの目的関数 EC を重み係数 ( 10  )を用いて足
し合わせて，次の関数を定義する． 
 
  ECCf   1              (5.9) 
 
目的関数空間において， f はがある値をとる時，実行可能領域内で f を最小にする解
がパレート最適解集合の一つの点になる．の値を 0 から 1 まで逐次変更して f を最小に
する解を求めれば，図 5.4 の点 A から B までのパレート最適解集合の曲線を求めることが
 
図 5.4 多目的関数とパレート最適解集合 
 















表 5.3 C と CE を重み係数を乗
じた値分布 
 
87 15 72 0 5.5E-01
4 1 3 0.1 1,797
3 1 2 0.2 3,026
3 1 2 0.3 4,254
3 1 2 0.4 5,482
3 1 2 0.5 6,711
3 1 2 0.6 7,939
3 1 2 0.7 9,167
3 1 2 0.8 10,395
3 1 2 0.9 11,624
3 1 2 1 12,852
X cx rx  f
53 
 
できる．そこで，重み係数を 0 から 1 までに調整しながら f 最小の値（例えば点 E，F，等）
を見つけ，パレート解の曲線を求める． 
 の値を（0，0.1～0.9，1）まで与えながらそれぞれの最小値（パレート最適解）を取
り曲線（図 5.5）を作る．左辺の値表を見ると，パレート解を見出すために f が最小値を取








値は 0.1 から 0.9 までに対する f を取る際の中継場数は 60 ヶ所（都心部 2,郊外部 58）黄
色部分が半数以上の割合を示したため，これが今回多目的関数の最適解だと考えられる．
この際に，都心部一次輸送用車必要台数は 5，二次輸送用車は 2 台，郊外部一次輸送用車は


































表 5.4 C と E を標準化重み係数
を乗じた値分布 
 
38 7 31 0 0.0010
60 2 58 0.1 0.0447
60 2 58 0.2 0.0691
60 2 58 0.3 0.0612
60 2 58 0.4 0.0533
60 2 58 0.5 0.0453
60 2 58 0.6 0.0374
60 2 58 0.7 0.0294
60 2 58 0.8 0.0215
60 2 58 0.9 0.0136
56 10 46 1 0.0052









域性と解析の簡易さを考慮し，都心部 6 ヶ所（1 ヶ所で 81 回収拠点カバー），郊外部 54 ヶ









Properties の機能によるデータを 100m×100m のグリッドで表示することで，廃プラスチ
ック発生分布図が推計できる 6)．その後，道路図を利用し，バッファ区を作成，dot density
の機能で回収拠点の位置を決定する．行政計画図を参考にして中継場の範囲を決め，中継
場の位置を重心法の応用である mean center 機能で決める．その後，回収拠点と中継場の
配分図を作成する． 
(a) 一次輸送段階の距離解析 
例えば，都心部には年間回収回数が 36，積載率が 100%，輸送用車の最大積載量は 2 ト
ンの場合，年間総排出量から計算すると，1 トリップに回る回収拠点数が 3 になり，3 つ回
表 5.5 解析パラメータの設定 
 
都心部 値 単位 郊外部 値
原単位 0.00757 kg/人・日 原単位 0.00757
人口 4,343,040 人 人口 8,595,184
一日の排出量 32,887 kg 一日の排出量 65,085
総回収量 12,003,610 kg 総回収量 23,755,994
頻度 36 回 頻度 18
一回収期間内の排出量 333,434 kg 一回収期間内の排出量 1,319,777
回収拠点数 486 箇所 回収拠点数 979
一か所の排出量 686 kg 一か所の排出量 1,348
輸送用車の最大積載量 2,000 kg 輸送用車の最大積載量 4,000
積載率 100% 積載率 100%
一回回る拠点数 3 箇所 一回回る拠点数 3
中継場数 6 箇所 中継場数 54
1つ中継場がカバー拠点数 81 箇所 1つ中継場がカバー拠点数 18






Analyst 機能で新規最短回収ルートを作成して各回収ルートの距離を読み込む．中心 6 区各
回収拠点 486 か所を 1 回を回る移動距離を計算できる．同様に，周辺 10 区 979 拠点の移
動距離も計算できる．  









            (5.11) 
ここで， 
1cD ：都心部一次輸送による総移動距離， 1rD ：郊外部一次輸送による総移動距離， 1cL ：
都心部一次輸送一回トリップの移動総距離， 1cT ：都心部年間一次輸送回数， 1rL ：郊外部













            (5.12)  
輸送過程による総距離は， 1D と 2D の和である．また，GIS で計算した収集・運搬距離（図
5.7）から，属性テーブルで輸送負荷を計算し，改良トンキロ法 7)を用いて CO2排出量を計
算した．改善ケースと現状ケースについて，GIS で計算した距離値を活用した CO2排出量
の推計値と削減量を求めた．表 5.6 と図 5.8 に示す．
 








CO2排出量(都心部) 1,004 632 372
CO2排出量(郊外部) 2,599 1,540 1,058























改善ケース (90%積載率) 107 253 409 1,197 1,966
























CO2排出量(郊外部) 2,599 1,540 1,058


















運搬システムの推計には GCM をベースとした最適化計算による中継場数と，GIS を用い
た詳細な輸送距離に基づく輸送過程の CO2排出量を推計することで，天津市の廃プラスチ
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り，コスト面から見ると中継場総数 3 ヶ所の場合が総コスト最小となり，CO2 排出量





の曲線を求めた．これにより，最適な解は中継場の総数が 60 ヶ所，都心部 2 ヶ所，郊












































謝  辞 
 

























2016年 9月 20日 
 
